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政策と小売商業地区の展開
伊東 理
はじめに
イギリスの小売商業の地域政策（計画政策）は既存の小売商業地区以外（オ
フセンター）での小売商業の立地（開発）を規制しつつ，既存の小売商業地区
（センター）および小売商業地区の階層的地域体系を維持・強化していくとこ
ろに特徴がある。このような政策基調は，サッチャー政権下で進められた計画
規制緩和によってオフセンターでの小売商業の開発が進展した1980年代を除い
ては，第二次世界大戦以降一貫して続けられてきたものとみることができる
(Davies, R. L., 1994, 232-237)。その政策的根拠は，政府がいわば社会的弱者
をはじめすべての人々に対して，廂品供給の地域的ネットワークを良好な形で
保障する責任があり，そのためには徒歩ないし公共交通でアクセス可能な小売
商業の地域的ネットワークを存続していく必要があるとの理念に求められる
（伊東， 2004,24-25)。すなわち，イギリスにおいて小売商業活動は，その産業
活動的側面よりも地域（社会）の重要な生活インフラとしての社会的側面が重
視されているのであり，その中心的役割を担うべき小売商業地区は重要な位置
を占めることとなる。
こうしたイギリスの小売商栗地区の一般的動向をみると，当該地域（日常生
活圏）の買回品購買活動の拠点で最大の小売商業地区となっているシテイセン
ターないしタウンセンターを除く，それら以下の規模に相当するデイストリク
トセンター，ネイバーフードセンター等の小規模小売商業地区は， 1980年代か
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ら急速に衰微，衰退してきたものといわれている。それは，主として1980年代
になってサッチャー政権下で進んだオフセンターに立地するスーパーストア，
リテイルパークなどの開発• 発展とモータリゼーションの進展に伴う消費者の
自家用車を利用した購買行動の浸透によって，食料品を筆頭にして最寄品の供
給を主たる存立基盤とする小規模小売商業地区の衰退が顕在化してきたことに
よっている (Davies,R. L. and Howard, E., 1988, 19)。
1990年代になって，小売商業地区およびその地域的ネットワークの衰退が深
刻なものとなってきたこと，自動車交通の抑制による温室効果ガスの削減を目
的とした都市政策においては既存の小売商業地区に諸機能を集中化する都市構
造への転換が求められてきたこと，などから，小売商業の地域政策は再び既存
の小売商業地区とその地域的ネットワークを維持・ 強化する方向へとシフトバ
ックすることとなり，小売商業地区の再生が大きな政策課題となってきた。ま
た，小売商業地区の再生に関してみると，その動向と再生手法などは，シティ
センター・タウンセンターとそれ以下の規模の小規模小売商業地区とでは大き
な違いがある。その中で，例えばフードデザートの出現が大きな間題となるな
ど，食料品等の日常生活に欠くことのできない最寄品のショッピングすなわち
ローカルショッピングlocalshoppingの問題やその一部分をなすと考えられる
小規模小売商業地区の再生の問題は，特にブレアー労働党政権誕生以降大きく
クローズアップされてきた課題であり，それらに関して新たな政策も提起され
てきている（伊東， 2004,26-34)。
ローカルショッピングの間題は，住民の消費生活（需要）に対して供給の地
域的ネットワークを保障することが課題となる地方政府，末端自治体，ことに
域内に多数の小売商業地区を有する一定規模以上の都市にあっては，常に重要
な地域計画政策の課題となってきた問題といってよい。それゆえ，今日のロー
カルショッピングの問題をみるにしても，一定の歴史的考察を欠くことはでき
ない。
また，最寄品の消費者購買行動が比較的狭い範囲で完結されるため，具体的
なローカルショッピングに関する政策の内容は末端自治体の性格や規模による
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差異も大きく，さらに末端自治体内部のよりローカルな地域のレベル（例えば，
コミュニティレベルなど）での地域の特性や事情によっても異なることとなる。
したがって，ローカルショッピングをめぐる政策の間題をみるには，ナショナ
ルレベルでの政策展開を念頭に入れつつも，地方政府レベルやそれより小さな
地域のレベルでの政策の実態を検討することは大きな課題となる。
本稿はニューカッスル・アポン・タイン Newcastleupon Tyne市（以下，
ニューカッスル市と略す）を事例として，小売商業活動・小売商業地区の動向
などをみつつ，同市のローカルショッピングに関する政策の展開について，検
討するものである。事例としてニューカッスル市を取り上げたのは，①同市が
イングランド北東部の地域的中心都市で，すべての階層に位置づけられる小売
商業地区を多数有するとともに，また同市内は多様な社会地区から形成されて
いること，②同市は積極的なローカルショッピング政策を展開してきた事例と
して注目されること，などによっている。また，具体的な検討時期としては，
小売商業地区の衰退間題が顕在化してきた1980年代以降を中心にみていくこと
にする。
(I) 1980年代の小売商業開発とローカルショッピング政策の形成
(1)小売商業地区の地域的体系とローカルショッピング―1980年代以前一 ニュ
ーカッスル市の全市域を対象にした小売商業の地域計画は， 1963年に発行され
たデイベロップメント・プラン・レビユー『開発計画・改定版』 Development
Plan Review (City of Newcastle upon Tyne, 1963)で，シテイセンター city
centreを筆頭に，ディストリクトセンター districtcentre (3地区），ネイバ
ーフードセンター neighborhoodcentreおよびコーナーショップcornershop 
の3階層からなるセンター（小売商業地区）の地域的体系が提示されたことに
始まった。そこでは，ニューカッスル市のシテイセンターがイングランド北東
部唯一最大の中心地区として位置づけられるとともに，ローカルショッピング
センター，すなわち主として食料品等の最寄品の供給を担うディストリクトセ
ンター以下の小売商業地区に関しては現状および近未来に予想される人口や
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所得分布の変化，すなわち市民の消費需要分布の現状とその将来や消費者購買
行動の動向を考慮して，小売商業地区の地域的配置と主要な小売商業地区の整
備目標などが示された。
具体的には，市内を 2地帯5地区に分け，そのうちシテイセンターに近接す
る東•西のインナー・ゾーン inner zoneとされる 2地区では，シテイセンタ
ーがデイストリクトセンターの役割を兼ねるものとして，その下に複数のネイ
バーフードセンターを配置している。一方，市の周辺部ないし郊外に相当する
アウター・ゾーン outerzoneにあたる 3地区ではそれぞれの地区に一つの
ディストリクトセンターと複数のネイバーフードセンターを配置する小売商業
地区の体系が示されている。すなわち，具体的には，アウター・ゾーンの幹線
道路に沿って一定の商業集積がみられる市東部のシールズロードShieldsRoad 
地区と市北部のゴスホース Gosforth地区をデイストリクトセンターに位置づ
けるとともに，郊外化による人口の増加が見込まれる市北西部ではデントンデ
ィーン DentonDean地区に新たにデイストリクトセンター（後の Denton
Park district centre) を確立していくことが明示されている。そのほかこの計
画では，新興住宅地などでの新しいセンターの新設，既存のセンターの拡張
extention, インナーシティの小売商業地区の再生，などの小売商業地区の整
備目標が示されるところとなった (Cityof Newcastle upon Tyne, 1963, 
103-108)。
1960年代・ 1970年代には，上記の1963年の小売商業の地域計画の骨子がその
後の「開発計画」の基礎的役割を演じることとなり，「開発計画」の見直しに
よって修正された計画に準拠したローカルショッピング政策の策定や個々のセ
ンターの開発が行われることとなった。例えば第 1表にみられるように，バス
およびライトレール（メトロ Metro)の公共交通路線沿線に立地する新たなセ
ンターの建設，小売商業地区の拡張や近代化，市域に編入された地域内の小売
商業地区の位置付けとその整備，小売商業地区の階層的位置づけの変更，など
が行われてきた。また，ニューカッスル市に関する限り，今日までに改定され
てきたすべての「開発計画」には，一貰してオフセンターでの小売商業開発は
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第 1表：ニューカッスル市の主要なセンターの開発 (1960年,-.;1980年）
センター名 開発形態 立地場所・規模 開設年 開発目的
ベンウェル プリシンクト インナーシテイ ・N 1973 
新センターに
Benwell 集約化
ゴスフォース
SCの建設 郊外 ・D 1980 センターの拡張
Gosforth 
クルーダス・パーク
SCの建設 インナーシ イ・N 1968 センターの拡張
Cruddas Park 
デントン・パーク プリシンクト 郊外 ・D 1969-73 
新センターに
Denton Park 集約化
ニュービギンホール ニューセンター
郊外 ・N 1960年代 センターの新設
Newbiggin Hall の建設
キングストン・パーク ニューセンター 郊外.N, 後にD 1976 センターの新設
Kingston Park の建設
＊表中のDはデイストリクトセンター ， Nはネイバー フッドセンター を意味する。
［資料]City of Newcastle upon Tyne (1963), Davies (1985), McGoldrick and Thompson (1992)によ
る。
望ましくない（原則的に開発を認めない）ものと明記され，小売商業地区の維
持・強化策に関する事項が記載されることとなった。
1960年代および1970年代のニューカッスル市の小売商業の動向と課題につい
ては，ニューカッスル市が1975年に実施した調査資料によると，それらはおお
よそ次のようになる (NewcastleCity Planning Department, 1975, 1-12)。
1960年までに市域となっていた中心市街地とそれに北接する住居地区および
インナーシティに相当する地域では，小規模・零細店舗の廃業，小規模スーパ
ーマーケットの閉鎖，当該地域の人口減少などによって，小売商店の減少が
1960年~1975年間で24.5% に達した（シテイセンターは除く）。この地域では，
店舗自体の老朽化や道路沿線に広がる営業店舗の分散的分布状況，小売商業地
区の環境悪化などが問題となり，そのため小売商業機能を指定地区（プリシン
クト）やショッピングセンターに集約化することをめざした再開発が行われた
小売商業地区もみられた。
一方，人口の増加がみられてきた1960年以降新市域に編入された周辺部にあ
たる市の北部地区ないし北西部地区では，需給のアンバランスの解消を目的に，
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新しいセンターの建設 (1961~83年間で 8 センター）や既存の小売商業地区の
拡張をめざしたショッピングセンターの建設，などの小売商業開発が進み，こ
の地域では小売商店の増加がみられてきたが，依然として供給不足や小売商業
地区へのアクセスの不備， といった地区もみられることが課題とされている。
以上のように， 1960・70年代には，小売商業の立地・開発は，上記のような
政策理念の下に，現実的な小売滴業地区の課題の解決や人口分布の変化などに
よる地域的な需給のアンバランスの解消をめざして，「開発計画」に示された
小売商業地区での小売商業の開発が行われ，またスーパーストアなどの大規模
小売商業施設は 1店舗も開発されることはなかった。
(2)1980年代の小売商業をめぐる状況 1980年代以降，サッチャー政権下で進展
した小売商菓の計画政策の規制緩和，グレーターロンドンや大都市圏カウンシ
ルの廃止などによって，全国的にオフセンターでの小売商業の開発がすすめら
れることとなった（伊東 1997,30-34)。ニューカッスル市でもスーパースト
アなどのオフセンターでの開発申請が北部地区および北西部地区で相次ぐこと
となり，ローカルショッピングの問題は新たな局面を迎えることとなった。
ニューカッスル市における1980年代以降のオフセンターでのスーパーストア
（売場面積2,500rrl以上）ないし大規模スーパーマーケット（売場面積1,000~
2,500rrl未満）の開発申請は，例えば1980年代前半だけでも合計で約10万mに
達するなど活発であり， ピークの1980年代中葉にはスーパーストアの開発申請
案件は 7件に及んだ (Cityof Newcastle upon Tyne, 1992, 3)。それらの申請
に対しては， 1例を除いてすべての開発申請が却下されるか，ないしは申請面
積を大幅に削減して許可されるなど，ニューカッスル市ではオフセンターでの
スーパーストア等の小売商業開発を厳しく制限する姿勢が堅持されることとな
った。その根拠は，オフセンターでの大規模小売商業施設の開発が進むと，既
存の小売商業地区に影響が及び，小売商業地区の地域的ネットワーク（最寄品
の供給ネットワーク）を維持することが困難となり，そのしわよせが社会的弱
者に及ぶこととなるからである。すなわち，小売商業地区の衰退は，タイン・
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アンド・ウェア大都市圏カウンシル (Tyne& Wear County Council, 1979, 
27-28)ないしはニューカッスル市の地域計画政策の基本的な目的・理念に反
することとなる， というのが市のプランニング当局の認識であったからにほか
ならない。
しかしながら一方で，①モータリゼーションの進展に伴って，オフセンター
立地型のスーパーストア等の大規模小売商業施設に対する消費者（市民）ニー
ズには無視しがたいところもあり，それらをいたずらに規制しても，例えば近
隣の自治体でスーパーストアが開発されれば，それらの施設へ消費者が移動す
ることになるだけであり，こうしたことは1986年の大都市圏カウンテイカウン
シルの廃止によって末端自治体単位で地域計画・政策が立案• 実施されること
になったことによって，一層現実化する可能性が高まることとなった。また，
②ニューカッスル市で開発申請を却下しても，開発業者・小売業者がアッピー
ルによって，中央政府により開発が許可される可能性があることも十分に予想
された。加えて，③市主導で実施することとなった市域の最北の住宅開発地区
にあたるキングストンパーク KingstonPark地区の小売商業地区の拡張計画の
核店舗となったテスコ・キングストンパーク店，企業の中央政府へのアッピー
ルによって市の方針に反して中央政府によって開発が許可されたアズダ・ゴス
フォース店の 2つのスーパーストアが開設され，自家用車を利用した購買行動
を行う消費者には， これらの店舗は利便な小売商業施設として高い評価をもっ
て受入れられることとなった。
以上のような状況と現実から，ニューカッスル市の大規模小売商業施設の開
発に関する方針は，従来のオフセンターでのスーパーストアの開発を一律に認
めないものから，一定の譲歩を認めざるを得ないものへと，次第に変更を余儀
なくされることとなった。
(3)ローカルショッピング政策の形成・確立 上述のようなスーパーストアの開
発圧力の増大に加えて， 1986年にはタイン・アンド・ウェア大都市圏カウンシ
ルの廃止伴う「開発計画」システムの単一化によって，ニューカッスル市の「開
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発計画」・ 計画政策は自らが独自に決定することとなり， 1980年代後半からは
ユニタリー・デイベロップメントプラン（「単ー開発計画」 Unitary
Development Plan, 以下， UDPと略す）策定にむけた計画政策の再検討が
始まり，新たなローカルショッピング政策も模索されることとなった。
新しいローカルショッピングに関する計画政策は， 1988年に「ニューカッス
ル市ローカルショッピングに関する計画政策」 Planningpolicy for local 
shopping in the cityとして示された (Cityof Newcastle upon Tyne, 1988)。
この計画政策では，①階層的な小売商業地区の地域体系を原則として維持し
ていくが，各小売商業地区の階層上の位置づけや新たな小売商業地区の開発は
実態に即して見直しを図ること，②インナーエリアの小売商梁地区に立地する
商店など，維持すべきであると判断される小売商業地区の商店に対しては，「ロ
ーカルショッピング改善プログラム」 localshopping improvement program 
を適用して，財政的支援によって小売商業地区の維持・強化を図っていくこと，
③ローカルな地域の特性や当該地域の消費者のニーズを考慮して，地域の食料
品等の日常的商品の供給形態を地域事情に見合った形で柔軟に考慮していくこ
と，などが提起されている。
このなかでは，③の政策は当時としては画期的なものであったといってよい
であろう。すなわちそれはニューカッスル市内の居住の実態ないし社会地区の
実態を小売商業政策に反映していくことを目指すとともに，スーパーストア等
の開発を地域的に限定して容認していくことを意図したものである。例えば住
民のモビリティが高く，スーパーストアの開発が近隣の小売商業地区の衰退を
導くこととなっても，その当該の近隣社会や消費者への影響が少ないものと考
えられる地域では，スーパーストアの一定程度の開発を容認することとし，一
方小売商業地区が当該の近隣社会の生活基盤として重要な意味をもつ存在であ
ると判断される地域に対しては，小売商業地区が良好な状態で存続・維持して
いくために，スーパーストア等の厳格な立地規制をするとともに，小売商業地
区の再生に対して積極的な支援策を講じていくことを目指した政策である。
具体的には，ニューカッスル市の社会地区や各地区の住民のモビリテイ，消
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④ Grange 
⑤ Blakelaw 
(a)ワード・地帯区分図
（ローカルショッピング政策の地帯区分）
? ?
こJ10%4: 満
□ 10%以上
仁コ 2偉以上
● 30%以上
(b)失業率
← ー
D JO%未満
□ 10%以 I・
亡 2償以I:一30%以 l今→一50%以上
? ?
□ 30%未満
D 30%以上
こコ 45%以上
● 60%以上
(c)公営住宅居住憔帯率 (d)自家用車保有世帯率
第 1図 ニューカッスル市のワード・地帯区分図 [(a)] とワード別諸指標[{b) r>J (d)] 
［資料]City of Newcastle upon Tyne (1997)による
費購買力などを考慮にして，市内を I地帯＝インナーエリア innerarea (居住
地としてのシテイセンターを含む）， I地帯＝中間ゾーン intermediatezone, 
皿地帯＝周辺ゾーン outerzoneに区分して（第 1図），それぞれの地域に対応
した現実的な小売商業政策を提起している（第2表）。なお，こうした市内を
いくつかの地域に区分して， きめ細かなローカルショッピング政策を展開しよ
うとの考え方の原点は，前述した1962年の『開発計画・改訂版』でニューカッ
スル市のローカルショッピングの計画的地域体系を 2ゾーン 5地区に区分した
ところに求められることがでぎよう。
市の南部タイン川流域のインナーシティにあたる I地帯は，失業率や公営住
宅の居住世帯率が高く，一方住民当たり所得や自動車保有率が低い，などの特
徴をもつ地域に相当している。インナーエリアとされるこの地帯の小売商業地
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地骨名称
I インナーエリア
Inner Area 
（インナー シティ）
I インターメディ
エートゾーン
Intermediate 
Zone 
（中間ゾー ン）
il アウターゾーン
Outer Zone 
（周辺ゾー ン）
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第2表：ローカルショッピング政策の概要
社会地区（消費）
アクセス手段 政策課題
特性
社会経済的地 徒歩• 公共交通 選択可能な最寄
位，モビリティ に依存。 品・基本的な
が低く，消費購 回品の供給。
買力も低い（ベ 点支援地区。
イカーなど， 8 
地区）。
いずれも平均的 徒歩・ 公共交通 選択可能な最寄
な位置 ある を主体に，一部 品• 平均的レベ
（ケントンなど， 自家用車を利 ルの買回品の供
9地区）。 用。 給。
杜会経済的地 主に自家用車を 買回品供給機能
位，モビリティ 利用し，まとめ の向上を図る。
が高く，消費購 買いを指向。
買力も裔い（デ
ントンなど， 6
地区）。
［資料]City of Newcastle upon Tyne(l986)による。
具体的施策
小売商業地区の
再生・強化，ス
ーパーストア等
の開発は小売商
業地区内に限
り，考慮。
小売商業地区な
いしその周辺に
開発を限定，一
定量の駐車場を
確保。
IおよびIの地
帯への影響が及
ばない範囲でス
ーパーストアの
立地を容認。
区は， この地区に居住するモビリティの低い多くの地域住民にとっては，他に
代替することができない購買施設であり，それゆえ小売商業地区が良好な状態
で存続・維持していく必要性は大きいものとされる。そのため，小売商業地区
の衰退に繋がる可能性の高いオフセンターでの大規模小売商業施設の開発を規
制し，行政としても小売商業地区の再生のために積極的な支援をしていく必要
がある地帯としている。
一方市の北部にあたり主として1960年代以降開発されてきた住宅地で，住
民のモビリティや社会経済的地位が高く，持家を中心とした典型的な郊外住宅
地域に相当しているIl地帯の周辺ゾーンでは，住民の小売商業施設までの移動
距離が長く，かつ自家用車での購買行動が一般化してきたところである。また，
実際に住民のローカルショッピングにとって小売商業地区の意味は低く，スー
パーストアの利用やニーズも高いものがある。そのため， この地帯では大規模
小売商業施設の影響が IおよびIlの地帯の小売商業地区に影響が及ばない限
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り，地域住民のニーズに一致した大規模駐車場を備えたスーパーストア等の開
発が一定程度容認される地帯としている。
両者の中間的位置にある I地帯の中間ゾーンでは，小売商業地区を存続・維
持するとともに， 自動車による購買活動への利便性の向上（駐車場の増設など）
を図ることが課題とされている。
(II) 1990年代のローカルショッピング政策と小売商業地区の再生
(1)1990年代のローカルショッピング政策 1980年代末に確立した上述のローカ
ルショッピング政策が実質的に進められるようになるのは， 1990年代になって
からとみてよいであろう。また，ニューカッスル市の小売商業計画の基本方針
は， 1998年に発行された UDPに示されている。同計画書では，シテイセンタ
ーとローカルショッピングを担う小規模小売商業地区の問題は分離して考える
べき問題であるとした上で，後者のローカルショッピングについては，「すべ
ての市民が容易にアクセス可能となるローカルショッピング・サービスの維持
と改善」が計画目標とされ， とりわけ「困窮地区deprivedareaの居住者に対
して，ローカルショッピング・サービスヘのアクセスの維持・改善」が重要な
計画課題とし (NewcastleCity Council, 1998, 7), そこでは従来から一貰して
重視されてきた事項が再び掲げられるとともに， 1980年代末に確立したローカ
ルショッピング政策の課題がほぼ踏襲されている。
また， UDPでは，小売商業開発の基本目標を 3つあげ，それらの目標を実
現化するための具体的施策を示している（第 3表）。このうち，ローカルショ
ッピング政策と関連するところは，「小売商業地区の活力と存立の維持・強化」
の項目にあり，施策を総合すると，新規の小売商業開発を小売商業地区ないし
その近接地に限定して，既存の小売商業地区の環境や治安の改善と小売商業地
区の再開発・再生を促進し，小売商業地区の土地利用の多様化や交通アクセス
の利便性の向上なども図っていくこととなる (NewcastleCity Council, 1998, 
34-36)。
以上のようなことから， 1990年代のローカルショッピング政策は， UDPに
49 
闘西大學『文學論集』第 57巻第4号
第 3表： UDPにみる小売商業開発の目標とその主要な施策
小売商業地区の活力と存立の維持・強化
• 小売商業地区の改善や再開発と建築デザイン水準の向上を促進する。
• 消費者が徒歩で容易にアクセスできるかもしくは利便な公共交通の恩恵が得られる既存の
小売商業地区の内部ないしその近接地で、小売商業の開発を促進する。
• 公共交通によるアクセシビリティを高めるとともに、利便な駐車場施設を供給する。
・ 環境と治安の改善を図る。
• 上地利用クラス 1に相当する主要小売商業地区の 1階部分のところではあくまでも小売商
薬の連続性を堅持するとともに、 1階以外の部分については土地利用の多様化を促進する。
シテイセンターのイングランド北部最大の小売商業地区としての地位の維持・強化
・売場の質と幅を高めることとなる新たな開発、再開発、改装を促進する
• 公共交通と自家用車による消費者に対するアクセシビリティを改善する
• 歩行者環境の向上を図るとともに、土地利用クラス 1に相当する主要小売商業地区の 1階
部分の小売商業の持続性を維持していく。
既存の小売商業地区以外の立地点（オフセンター）で新規の小売商業開発
• 当該の開発が既存の小売商業地区の存立と活力に有害とはならないところ。
• 当該地にアクセスするにあたって、交通手段の選択が可能で、とりわけ公共交通、徒歩、
自転車によって、容易にアクセスできるところ。
・PPG6で示された「連続テスト」によって、小売商業地区ないしその縁辺部に適当な開発
用地がみられないことが実証された場合。
〈上記の 3点がすべて満たされた場合のみオフセンターでの開発が可能となる〉
［資料]Newcastle City Council (1998)による。
示された既存の小売商業地区の再生に重点が置かれることとなったのである。
(2)小売商業地区の再生 UDPi -ホされたローカル／ヨッピング・サービスの
環境改善を図るべき最重点地区としては，ローカルショッピング政策において
も小売商業地区の再生が重要課題とされた I地帯のインナーシティ立地する東
西の 2大センターとなるシールズロードセンターとアデレードテラス
Adelaide Terraceセンターの 2つのデイストリクトセンターがあげられた
(Newcastle City Council, 1998, 7-8)。
このうちシールズロードセンターでは， 1990年代後半以降その再生事業が急
速に進められてきた。また，アデレードテラスセンターでは，従来のセンター
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をスクラップして，その近接地に新しいセンターに作り変える事業が， 2010年
を完成目標として計画されている。
'-っしたインナーシティのデイストリクトセンターについで小売商業地区の
再生で優先順位が高いのは，両センター以外のデイストリクトセンターの再開
発・改良にある。こうした方針にしたがって，北西部のニューデイストリクト
センターであり，スーパーストアの立地が容認されるI地帯に立地するキング
ストンパークショッピングセンターでは，テスコ・キングストンパーク店が標
準的スーパーストア店舗 (3,700rrl)から大規模店舗（エキストラ店， 12,700rrl)
への店舗改築申請に対して，その店舗面積の増床が同センターの小売商業機能
の向上に繋がること，またその増床が地域への影響が大きくないことなどを根
拠に，認められることとなった。さらに，デントンパークショッピングセンタ
ーでは，モリソンズを核店舗とするセンターの再開発が2007年夏から着手され
るに至っている。
また，店舗ユニット数15以上が基準とされるネイバーフードセンターおよび
同 10~15が基準のローカルセンターのなかには，小売店舗の減少によって，小
売商業地区の体をなさなくなってきたところも少なくない。こうした小売商業
地区はモビリティの低い人々が食料品等をそこに依存する重要なセンターと位
置づけられ，それらの小売商業地区の再生のための具体的な方策としては，多
数の一般小売店舗の出店は現実的に難しいことから，小売商業地区へのスーパ
ーマーケットの誘致が推奨されている。 (NewcastleCity Council, 1998, 39)。
(3)シールズロードセンターの再生 インナーシティの東部地区，イーストエン
ドEastEndと呼ばれる困窮地区の中心にあたり，市内最大のデイストリクト
センターであるシールズロードセンターは， 19恨紀末以降その周辺に労働者住
宅街の形成をみてきたことにより，シテイセンターから東方に至る幹線道路で
あるシールズロード沿線に自然発生的に発達してきた小売商業地区である
(City of Newcastle upon Tyne, 1988, 3)。このセンターの周辺は，社会経済的
地位の低い住民や自家用車を持たない住民の割合が高い困窮地区となってお
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り，近隣住民にとって本センターはローカルショッピングの主要な依存先とし
て重要な小売商業地区となっている。
本センターの小売商店数や売場面積の減少，空店舗の増加は，周辺人口が減
少するようになった1960年代末から始まるが (Cityof Newcastle upon Tyne, 
1988, 4-5), 1980年代には一般小売店舗の廃業，商店の物理的老朽化，空店舗
の増加はさらに顕著なものとなり，また地域全体の荒廃化の進展• 治安の悪化，
スーパーストアの影響などが相まって，小売商業地区全体の環境悪化，機能不
全が一層進んでくるようになった。しかしながら，シールズロードセンターは，
購買活動における移動手段が限定される多くの地域住民にとっては，他に代替
できないセンターであるため，センター自体の顧客が大きく減少していくとい
った事態にまでは至らなかったが，センター自体の地域的再生が大きな課題と
なってきた。こうした状況に対して，ニューカッスル市では， 1982年に「シー
ルズロード地区ローカルプラン」 ShieldsRoad Area Local Plan (City of 
Newcastle upon Tyne, 1982) を策定し，そこで本地区の再生の課題や方向が
示され，この計画がその後の再生事業のいわば原点となる計画となった。しか
しながら， 1980年代においてはあまり大きな再生事梁は行われることはなく，
1990年代前半においても，低所得階層をターゲットとするデイスカウントスー
パーマーケットが進出したことなどにとどまった。
この小売商業地区の再生事業は1990年代中葉頃から加速化することとなっ
た。 1995年に「シールズロード再生計画」ShieldsRoad Regeneration Plan (City 
of Newcastle upon Tyne, 1995c)が策定されたことを契機にして，実際にはイ
ーストエンド・パートナーシップEastEnd Partnershipが主体となって，ニ
ューカッスル市が申請した中央政府のシングル・リジェネレーション・バジェ
ット（統一再生資金， SingleRegeneration Budget, 以下SRBと略す）プログ
ラム資金（補助金）の獲得によって進められることとなったイーストエンド地
区全体の再生プロジェクトの一貫として実施されたものである。
このプロジェクトは 3つのワード全域と 2つのワードの一部分を含む対象地
区人口35,000人を数えるところを再生地区regenerationareaとして，①シー
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ルズロード地区の社会・経済的再生，②当該地区の公営住宅 councilhouseを
筆頭とした社会的住宅ストックの改良，③タイン川沿岸地区への新産栗誘致な
どを目的に， 1996年から 7年間にわたって， 6,000万ポンドの SRBの補助金等
が各種の事梁につぎ込まれた。
シールズロードセンターにおいては， 1998年から①道路の拡幅• 歩道整備・
道路景観整備などの環境整備事業，②多目的ホール・図書館，スイミングプー
ル，ホスピスの建設といった地域社会機能の整備事業，③店舗の改修とその上
層階の住宅建設，小売商業機能の拡充などの小売商業関連整備事業，に大別さ
れるかなり広範な内容からなる再生事業が進められてきた。そのうち，小売商
業については，食料品供給機能の充実に重点が置かれ，エッジオブセンターに
スーパーマーケットが誘致されたほか，一般小売店舗の出店もみられることと
なり，次章でみるようにその店舗数も回復• 増加してきている。
さらに， 2000年代以降の動向をみておくと， この地区でも2002年にはスーパ
ーストア業界第4位のモリソンズ Morrisonsがニューカッスル市の要望に応え
る形で，モリソンズ・シールドロード店がセンターの西端部のエッジオブセン
ターに位置する地点に開設されたほか，それと相前後してセンター東端部の交
差点を挟んだ隣接地にはリテイルパーク（ニューカッスル・ショッピングパー
クNewcastleShopping Park, 7店舗）も開設され，シールズロードセンター
は一般小売商をベースにした自然発生的小売商業地区から，小売商業施設の選
択肢の豊富なデイストリクトセンターヘと変貌を遂げることとなった。
（町小売商業地区の地域的動向
上述してきたように， 1960年代の「開発計画」に始まったとみることができ
るニューカッスル市のローカルショッピングに関する政策は，一貰して小売商
業地区の維持・強化することに重点が置かれてきたこと，また社会的弱者を十
分に配慮したものであったこと，にその特徴があるといってよい。また，ブレ
アー労働党政権誕生以降，社会的排除下にある近隣社会の小売商業地区の再生
が重要な政策課題となってきたが（伊東， 2004,25-34), ニューカッスル市の
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1980年代末に確立したローカルショッピング政策は， こうした課題をいわば先
取りしてきた先駆的な政策であったということができよう。ローカルショッピ
ング政策が小売商業地区や消費者購買行動にどのような影響や効果を生んでき
たのかを考えるために，この章では1980年代・ 1990年代の小売商梁の地域的動
向についてみることとしょう。
(1)大規模小売商業施設の開設 1980年代以降，イギリスではオフセンターに立
地するスーパーストア， リテイルパークが多数開発されることによって，ロー
カルショッピングを担う小売商業地区は大きな影響を受けることとなった。ニ
ューカッスル市に立地するスーパーストア（売場面積2500m'以上）は， 2000年
現在1989年と1990年に開設された 2店舗，および小売商業地区に立地していた
店舗の増床によってスーパーストアとなった 2店舗の計4店舗に過ぎず， また
リテイルパークはわずか1施設を数えるにすぎなかった。こうしたニューカッ
スル市の大規模小売商槃施設数は，例えば人口規模が類似するカーデイフ市で
は， 2000年現在ですでにスーパーストア 7店舗， リテイルパーク 7施設がオフ
センターに開発されてきたこと（伊東， 2001,42-45) などと比べて少なく，イ
ギリスの地域的中心都市のなかでニューカッスル市はことのほか大規模小売商
業施設の開発が進まなかった都市である。
こうしたことは，ニューカッスル市が1980年代中葉まで既存の小売商業地区
の地域的体系を存続・維持する小売商業政策をほぼ一貫して継続し， さらに上
記のようなきめ細かいローカルショッピング政策をいち早く実施してきたこと
が効を奏した結果であるかどうかは容易には断定でぎないが，いずれにしても
ニューカッスル市は既存の小売商業地区の体系をかなり良好な状態で維持され
てきた可能性の高い都市であり，イギリスの中では例外的な都市とみられる。
(2)小売商業地区の動向 小売商業地区の商店数の動向について， 1984年， 1992
年， 2000年の資料を得ることができる14の地区（そのうちわけは，デイストリ
クトセンターが4地区，ネイバーフッドセンターないしローカルセンター［以
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第4表：小売商業地区別店舗数の動向
1984~1992年の増減率 1992~2000年の増減率 1984~2000年の増減率
取白可宍日ロ日 買回品 総計
取亘可安日D日 買回品 総計
耳亘ク可ロロロ 買回品 総計
小売店 小売店 小売店 小売店 小売店 小売店
ゴスフォー スハイストリー ト △ 22.2 △ 14.3 △ 17.1 △ 42.9 2.4 △ 12.7 △ 55.6 △ 12.2 △ 27.6 
シールズロード 0.0 △ 13.0 △ 9.3 △ 19.4 17.9 6.1 △ 19.4 2.6 △ 3.7 
チーリンガムロード △ 6.7 △ 23.5 △ 15.9 △ 51.2 △ 0.4 △ 47.2 △ 55.1 △ 26.5 △ 39.7 
アデレードテラス 10.0 △ 33.3 △ 14.9 △ 27.3 61.1 12.5 △ 20.0 7.4 △ 4.3 
ディストリクトセンター 計 △ 5.6 △ 18.2 △ 13.6 △ 34.7 15.0 △ 4.7 △ 38.3 △ 5.9 △ 17.7 
その他のセンター計 △ 6.1 △ 17.3 △ 10.1 △ 26.6 22.6 △ 10.3 △ 31.1 0.1 △ 19.3 
総計 △ 5.9 △ 18.9 △ 12.2 △ 30.2 17.2 △ 7.0 △ 34.3 △ 3.8 △ 18.4 
［資料]Department of Planning of Newcastle City Councilの資料による。
下では，その他のセンターと呼ぶ］が10地区）についてみることとしよう（第
4表）。
サンプルとなる 14の小売商業地区全体の店舗数は， 1984年~1992年間で12%,
1992年~2000年間で 7%の減少をみており， 1984年~2000年の 16年間では18%
減少したことになる。このように1990年代には店舗数の減少率が低下してきた
が，全体としては店舗の減少は一貫して続いている。種類別では，食料品店な
どの最寄品小売業の店舗数がこの16年間に34%減少し，特に1992年以降の 8年
間では30% もの減少をみてきている。一方，買回品小売業は1984年~1992年間
に20%弱の減少をみたが， 1992年~2000年間では回復傾向をみせてきており，
1984年~2000年の 16年間では 4%の減少に留まっている。
次に，小売商業地区の規模別動向についてみると， 1984年~2000年の16年間
の店舗数では，デイストリクトセンターが18%, その他のセンターが19%の減
少を数え，全体としては規模による減少率の差はみられない。次に，個々の小
売商業地区の店舗数の変化をみることができる 4つのデイストリクトセンター
の動向をみると，センター間で大きな違いがみられる。すなわち，ゴスフォー
スハイストリートセンター Gosforthhigh street centreおよびチーリンガムロ
ードセンター ChillinghamRoad centreでは，最寄品小売業の店舗数が16年間
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でいずれも50%以上減少し，総店舗数の減少率もそれぞれ28%,40%と高いの
に対して，インナーシティに立地するシールズロードセンターおよびアデレー
ドテラスセンターではいずれも1980年代には店舗が減少したが， 1992年代以降
の8年間では増加に転じ， 16年間でみても両小売商業地区ともに約4%の減少
に留まっている。このように，デイストリクトセンターでみる限りではあるが，
小売商業地区の動向には，明らかに地域的な差異が認められることになる。こ
うした違いは，ゴスフォースハイストリートセンターおよびチーリンガムロー
ドセンターでは，それらの比較的近接した位置にスーパーストアが開設された
ことが影響を及ぱしたことは容易に想定できるが，それ以外の理由も考えられ
る可能性が高い。
(3)ニューカッスル市民の食料品購買行動 次に1996年に実施されたニューカッ
スル市民の食料品の購買行動についてみよう。この調査は周辺調査法によって，
最も購入量の多い食料品の購入先（以下，購入先と呼ぶ）について調査された
もので，ワードを地域単位に食料品の購入先別比率が示されている (Cityof 
Newcastle upon Tyne, 1997)。前述のように，ニューカッスルのスーパースト
アは1990年を最後に， 1990年代には新規に店舗の開設をみていないので，この
資料はスーパーストアの開発が一段落した時期の状況を示しているものとみる
ことができる。
1996年のニューカッスル市全体としての食料品の購入先は，「スーパースト
ア」が40%, 「ネイバーフッド・ローカルセンター」が32%, 「デイストリクト
センター」が13%, 「シテイセンター」が11%などとなる。市内にスーパース
トアが立地していなかった1986年以降の10年間で「スーパーストア」のシェア
は40%に達した一方で，各種の小売商業地区での食料品の購入率はおしなべて
低下してきた。しかしながらスーパーストアでの購入率は，前述のカーディフ
市に比べて20%以上も低く，ブリテン島全体 (1996年， 54%) と比べても相当
低いことになる (Departmentof the Environment, Transport and the 
Regions, 1998, 19-20)。すなわち，ニューカッスル市民の食料品の購入先とし
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第5表：ニューカッスル市民の食料品の購入先の変化（％）
購 入 先 1986年 1996年 10年間の増減
スーパースト 40 40 
シテイセンター 19 11 △ 8 
デイストリクトセンター 24 13 △ 10 
シールズロード 8 8 
ゴスフォースハイストリート 7 2 △ 5 
ア レー ド ラス 5 1 △ 4 
チーリンガムロード 3 2 △ l 
ネイバーフッド・ローカルセンター 45 32 △ 13 
市外の小売商業地区 12 4 △ 8 
［資料]City of Newcastle upon Tyne (1997)による。
てスーパーストアのシェアは低く，市民の食料品の購入先は1996年においても
依然としてかなり分散的であった（第 5表）。
次に，ニューカッスル市の市民の食料品購入先の地域的実態をワード単位で
みることにしよう（図2)。「スーパーストア」を購入先としている比率が高い
のは，スーパーストアが立地するワードおよびその周辺で， ことにテスコ・キ
ングストンパーク店ならびにアズダASDA・グレートノースロード Great
North Road店が立地している北部および北西部で高く，シールズロードセン
ター周辺およびシテイセンターに近接しているワードを筆頭として，市南部の
インナーシティで低い。
「デイストリクトセンター」を購入先としている比率が20%を超えている地
域は，シールズロードセンターが立地するベイカー Byker(81 %)およびチー
リンガムロードセンターが立地するヒートン Heaton(48%) を含む東南部イ
ーストエンドの 5つのワードとなる。その他の 2つのデイストリクトセンター
の利用率は当該のセンターが立地しているワードだけが10%台であるに過ぎな
い。ちなみに，「スーパーストア」がみられなかった1986年の「デイストリク
トセンター」の利用率と比較すると，シールズロードセンターだけが減少して
いない。それに対して， ゴスフォースハイストリートセンターの利用率は 7%
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第2図 ニューカッスル市民の食料品の購入先
［資料]City of Newcastle upon Tyne (1997)による
から 2%へ，アデレードテラスセンターのシェアは 5%から 1%へと著しい低
下をみてきている。
「ネイバーフッド・ローカルセンター」を購入先としている比率が高いのは，
南西端のニューバーン Newburnを筆頭に西部のスーパーストアおよびデイス
トリクトセンターから比較的離れた位置にあるワードとなる。また，「シティ
センター」を購入先としている割合の高い地区は，シテイセンターを含んでい
るムーアサイドMoorsideおよびジェスモンドJesmondなどのシテイセンター
に近接する地区で，そのほかインナーシティの南西部でもやや高い。
(4)スーパーストアのインパクトとニューカッスル市の小売商業地区の動向 前
節までにみてきたニューカッスル市のスーパーストアの立地動向，小売商業地
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区の動向，市民の食料品購買行動の実態と変化に関して，その意味するところ
について，検討することとしよう。
1980年代以降のローカルショッピングをめぐる変化の最大の要因は，スーパ
ーストアの発展に伴うインパクトにあることは周知のところである。スーパー
ストアの発展に伴う小売商業地区へのインパクトについての研究例としては，
トーマスとブロムレー Thomas,C. J. and Bromley, R. F. D. によるスウォンジ
―市の事例研究があげられる。それによると，スウォンジー市の中心から放射
状に発達するセクターのうち一つのセクターを除くすべてのセクターでスーパ
ーストアが開設されたことによって，スーパーストアの食料品シェアは58%を
数えた。その結果，スーパーストアの発達による最も大きなインパクトを受け
たのは，デイストリクトセンターであったものとされる。また，スーパースト
アの利用者に対して，伝統的な小売商業地区の利用者の特徴は，モビリティが
低く相対的に社会経済的地位の低い階層に属する消費者や高齢者に特化してい
るところに求められるものと指摘されている (Thomasand Bromley, 1993, 
126-134)。また， コリス Collis,C. らの研究では，スーパーストアの発達は，
食料品（最寄品）の購買行動において， 自家用車を利用して週単位でスーパー
ストアを利用する消費者と徒歩• 公共交通に依存して伝統的な小売商業地区を
頻繁に利用する消費者とに分極化してきている (Colis,Berkeley and Fletcher, 
2000, 152-153)。さらにガイ Guy,C. M. の研究によれば，スーパーストアの
発達は，①地域的ネットワークの機能的意味を変化させ，②伝統的なデイスト
リクトセンターやそれよりも低位階層に位置するネーバーフードセンター・ロ
ーカルセンターを近隣住民の食料品等の最寄品を供給する一般的な小売商業地
区から，現在では交通弱者の利用を中心とした小売商業地区へとその性格を変
容させてきたとともに，③スーパーストアでの週単位等の購入トリップの間隙
に発生する一部の食料品や買い忘れ商品などの購入を目的とする補完的購買行
動top-upshoppingのために訪れる補足的な小売商業地区への変容も進んでき
たものと指摘している (Guy,1984, 81-82)。
以上のことを念頭において，ニューカッスル市の2大デイストリクトセンタ
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第6表：スーパーストアとディストリクトセンターの来訪者の特性
テスコキングストン シールズロード ゴスフォースハイ
パーク店 センター ストリートセンター
自家用車 84 (%) 14 (%) 21 (%) 
父， Jゞ ス 5 40 34 
通 バス以外の公共交通 3 3 4 
手 徒歩 8 38 37 
段 その他 ゜ 1 1 不明 1 4 3 25歳未満 3 (%) 6 (%) 4 (%) 
年
25-49歳 55 36 21 
50-64歳 20 19 14 
齢
65歳以上 21 38 60 
不明 ゜ 2 1 来 週4回以上 7 (%) 43 (%) 42 （％） 訪 週2・3回 31 32 37 
頻 週 1回 43 17 19 
度 週 1回未満 18 8 I 
［資料JCity of Newcastle upon Tyne (1997)による。
ーであるシールズロードセンターとゴスフォースハイストリートセンターおよ
び最大規模のスーパーストア（テスコ・キングストンパーク店）の来訪者の特
性をみることとしよう（第6表）。
スーパーストアの来訪者の多くが自家用車を用いて週 1~2 回程度の割合で
スーパーストアを利用しており，来訪者の年齢層には幅広いものがあるなど，
ニューカッスル市のスーパーストアの利用特性は従来から指摘されてきたスー
パーストアの一般的な利用特性と変わらない。
一方ディストリクトセンターの来訪者は主に徒歩ないしバスを利用する顧
客であり，来訪頻度も週に 4回以上ないし週2・3回と頻繁である。また，ゴ
スフォースハイストリートセンターの来訪者は65歳以上の高齢者で60%を占め
られているがシールズロードセンターの場合には比較的幅広い年齢層での利
用がみられる。こうした2つのディストリクトセンターの利用実態について，
小売商業地区の一般的特性と一致することは利用者の小売滴業地区への主要
なアクセス手段が徒歩およびバス（公共交通）であること，また利用頻度はス
ーパーストアよりも多頻度であること，そして小売商業地区の商圏はスーパー
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第7表：スーパーストア・小売商業地区の特性と
ニューカッスル市の 2大ディストリクトセンター
一舟史〇勺牛寺t生 小売商業地区の一般的特性との対比
スーパーストア 小売商業地区 シールズロード ゴスフォースハイストリート
主要アクセス手段 自動車 徒歩・ 公共交通 ゜ ゜利用頻度 少（週 1・2回） 多（毎日・隔日） ゜ ゜社会経済的地位 中～高 低 ゜
X 
年齢層 幅広い年齢層 高齢者に特化 X ゜商圏 広い・拡大 狭い・縮小 ゜ ゜性格 一般的・総合的 補完的・部分的 X ゜一般的動向 増加• 発展 減少・ 衰退 X ゜［注JO:一致する x: 一致しない ー：どちらともいえない
ストアに比べて狭い，ことにある。しかしながら，すでにみたように， 2大デ
ィストリクトセンターの動向には大きな相違がみられる。
以上のことを整理すると，第 7表のようになる。ゴスフォースハイストリー
トセンターは，顧客の社会経済的地位は低くない点を除けば，小売商業地区の
一般的特性とすべて一致している。同センターはその利用者の多くが高齢者で，
トップアップショッピングのための補完的役割をもつ小売商業地区としても機
能してきている。また，店舗数の減少率も高く，スーパーマーケットの撤退や
食料品の販売シェアの急速な低下などもみられてきたことから，小売商業地区
としての動向は停滞ないし衰退傾向にある。すなわち， ゴスフォースハイスト
リートセンターの実態と動向は，スーパーストアの発達による影響を受けた小
売商業地区の一般的特性と一致する。
一方，シールズロードセンターは，周辺地域からのバスを利用した消費者も
多く，その顧客の年齢層も多様であり，総じて社会経済的地位の低い社会階層
にあたる近隣住民からは広く一般的に利用されている小売商業地区となる。同
センターは店舗の減少もわずかであり，食料品の販売シェアも維持してきた比
較的活気のある小売商業地区として機能しており，小売商業地区の一般的特性
や動向とは異なった展開をみせてきたものといえる。
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(5)ローカルショッピング政策と小売商業地区 上述してきたように，ニューカ
ッスル市の小売商業地区の動向は，大きく 2つの類型に別けられる。一つは，
1980年代以降オフセンターでの店舗開発を指向してきたスーパーストアの発
展によって生じてきた一般的動向とされる小売商業地区の停滞，そしてさらに
は衰退へとむかう小売商業地区であり もう一つは小売商業地区の一般的動向
とは異なって，小売商業地区の伝統的な機能を呆しているとともに，その活力
を必ずしも失っていない小売商業地区の存在である。
こうしたことは，ニューカッスル市の大規模スーパーストアの立地規制や市
域内の小地域特性を考慮したきめ細かいローカルショッピング政策の確立・展
開によって， とりわけインナーシティ (I地帯）の小売商業地区を典型に，モ
ビリティの低い社会経済的地位の低い人々の居住地区ないし困窮地区に位置す
る小売商業地区においては，スーパーストアの影響による小売商業地区の衰退
を避けるとともに，例えばシールズロードセンターの事例のように，小売商業
地区の再生・改善事業を実施してきたことが効を奏してきたものとみることが
できよう。
国）最近年のローカルショッピング政策をめぐって
ブレアー政権誕生以降社会的排除問題が大きな課題となり，社会的排除の
下にある近隣社会の再生に向けた計画・施策が実行されるようになってきた。
そのなかの一つの課題として，ローカルレベルでのショッピング・サービスの
維持・改善があげられ，近隣杜会の拠点，すなわちローカルなセンターの再生
が中心テーマの一つとなってきた。また，イングランドでは， 2000年の地方政
府法theLocal Government Act 2000で，地方政府にコミュニティ計画の策定
が義務付けられ，比較的規模の大きな都市では，それぞれの当該社会での意見
聴取や関係者との連携と参画を柱としてコミュニティを巻ぎ込んだ形で，個々
のコミュニティの問題の掘り起こしとコミュニティ計画の策定が進んできてい
るが， こうした過程でもコミュニティの中心，ローカルなセンターの位置づけ
や問題は焦点の一つとなっている（伊東， 2007,273-275)。
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地域の小売商業の問題としてのローカルショッピング政策ないしローカルな
センターの再生は，従来にもまして一般的な問題となってきた。こうした状況
下で，ローカルショッピング政策に関して実績をあげてきたニューカッスル市
では， 2002年から政策の見直し作業が開始され，その骨子が2004年には概ね完
成をみることとなった (NewcastleCity Council, 2004, 1-31)。
(1)ローカルショッピング政策の改定 新たなローカルショッピング政策では，
従来のローカルショッピング政策の 3地幣区分を修正して，ニューカッスル市
をポストコード区画を使って，ローカルショッピング・サービス・エリア
Local Shopping Service Area (以下， LSSAと略す）とよばれる 5つの地区に
分割している（第 3 図）。 LSSA はその各地区域内で食料品などの最寄品• 最
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第3図 ローカル・ショッピング・サービス・エリア (LSSA) とセンターの分布
※なお、この図のセンターとその規模はUDPの規定によるもの。
［資料]Newcastle City Council and GV A Grimley (2005)による
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寄サービスの購買活動すなわちローカルショッピングが完結できる空間として
想定されているものである。従来の圏域構造と LSSAとの関係を比較すると，
I地帯をほぼ東西の 2地区（インナーウエスト，イーストエンド）に分離し，
Iおよび皿地帯を再編成して3地区（サウスウエスト，セントラル，ノースウ
エスト）に分けている。また，各地区には従来の小売商業地区の階層的位置づ
けを見直し，各地区にそれぞれ一つのデイストリクトセンターを配置し，以下
ネイバーフッドセンター， ローカルセンターを UDPで示されている小売商業
地区をほばそのまま配置している＼
さらに，各地区内で食料品供給施設の選択肢の平等化（均等化）を図るため
に，現在スーパーストアが一つも存在しない地区（インナーウエストとサウス
ウエストの 2地区）については，徒歩ないしバスなどの公共交通を利用してア
クセスが可能となるディストリクトセンター内ないしその縁辺部にスーパース
トアを開発（誘致）していく既定の方針を実行していくとともに，それら以外
の地点でのさらなるスーパーストアの開発は抑制することとしている。また，
徒歩圏内に位置するローカルセンターには，最低条件として10以上の店舗と小
規模スーパーマーケットないしコンビニエンスストアが存在することを基準と
して，その存続・維持を図っていくものとしている (NewcastleCity Council, 
2004, 2-22)。
(2)今後のローカルショッピングをめぐって 上述の新しいローカルショッピン
グ政策は，ニューカッスル市の思惑通リに成功するかどうかは，今後の推移を
みるしかないが，予想しうる事態としては，以下の 2点が想定できる。
第一には，消費者の食料品購入施設の選択肢の地域的平等化が進められるこ
とによって，各LSSA内での食料品等の消費購買活動の完結性が高まること
はほぼ確実であり，その結果自動車を利用してスーパーストアを指向する消費
者の自動車移動距離が総じて削減されるものと想定することができる。
しかしながら，第二には，ローカルショッピングがスーパーストアを併設し
た各LSSAのデイストリクトセンターに集中し，その結果 UDPに示された市
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内に47もあるネイバーフッドセンター・ローカルセンターのなかには衰退化し
ていかざるを得ない小売商業地区も少なからず発生してくることは避けられな
いこととなろう。こうしたデイストリクトセンターヘの集中を防ぐ有効な方策
を見い出すことは難しく，地域によっては小さなフードデザート microfood 
desertが新たに出現することが懸念される。
おわりに
本研究では，ニューカッスル市におけるローカルショッピングに関する地域
政策の展開についてみてきたものである。ニューカッスル市では，いわば社会
的弱者を含むすべての人々に対して，商品供給の地域的ネットワークを良好な
形で保障する社会的責任を地域政策ないしは地域計画によって果たしていくと
の理念に基づいて，ローカルショッピング政策が一貫して実行されてきた。そ
の具体的な手立て（施策）は時期や社会的状況に応じて変化してきたが，その
過程で政策の基本理念がゆらぐことはなかった。ことにオフセンターに開設さ
れたスーパーストアを筆頭にした小売商業の離心化の進展は，従来ローカルシ
ョッピングを担ってきたデイストリクトセンター以下のクラスの小売商業地区
に大きな影響を与えることとなった1980年代以降では，ローカルな地域社会に
とって小売商業地区を欠くことのできない地域と相対的に小売商業地区の意味
が小さい地域などを考慮したローカルショッピング政策導入やインナーシティ
のデイストリクトセンターの再生を最優先課題とするなど，総じて適切かつ先
駆的な政策を展開してきたものといえる。その効果は，例えばイーストサイド
のシールズロードセンターにおける伝統的小売商業地区としての機能維持やセ
ンターの再生事業などにみることができる。
1990年代後半以降，ローカルショッピング政策ないしローカルなセンターの
問題は，極めて現代的な課題となってきている。また， さらに最近年では，そ
れは従来の小売商業地区の問題の枠組みを超えた， より広範な内容をもつ地域
ないしコミュニティの問題になってきている。こうしたことについては，今後
の推移をみた上で改めて論じることとしたい。
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［付 記］ 本研究は平成18年度関西大学存外研究による研究成果の一部である。また，ニ
ューカッスル市の調査に際しては，ニューカッスル市計画局のJ.Edwards氏には，貴重な
資料やご教示を頂いた。記して深謝申し上げる。
注
1)第3図では，チーリンガムロードセンターは UDPの規定にしたがってデイストリクト
センターとして示しているが，新しいローカルショッピング政策では同センターはネイバ
ーフッドセンターと規定されている。
文献
伊東理 (1997): イギリスにおける小売廂業の地域政策と小売商業の開発 (II)-1980年代
の展開一，『帝塚山教養学部紀要』， 49,29-54. 
伊東理(1999): イギリス大都市圏における郊外型小売商業施設のインパクト，成田孝三編『大
都市圏研究（下）］，大明堂， 169-188.
伊東理 (2001): カーデイフ市におけるオフセンター型小売商業施設の発展と小売商業の地
域システムの動向，『ジオグラフィカ センリガオカ』， 4, 39-63. 
伊東理 (2002): 1990年代イギリスにおける小売商業の地域政策と小売商業の開発 (I)-
地域政策の形成過程と大規模小売商業施設の開発動向一，『関西大学文学論集』， 51-4,
113-137. 
伊東理 (2004): 1990年代イギリスにおける小売商業の地域政策と小売商業の開発 (Il)-
小規模小売商業地区の動向とその再生をめぐって一，『関西大学文学部論集』， 52-4,
17-37. 
伊東理 (2007): 1990年代以降のイギリスにおける都市政策の展開一ブレアー政権誕生以降
を中心として一，藤井正編『社会経済構造の転換と21世紀の都市囲ビジョン一欧米のコン
パクト・シティ政策と日本の都市圏構造一』（平成16~18年度科学研究費補助金基盤研究
(A) (1)研究成果報告書，烏取大学地域学部）， 270-277.
City of Newcastle upon Tyne (1963): Development plan Review, City of Newcastle upon 
Tyne. 
City of Newcastle upon Tyne (1982): Shields road area local plan, City of Newcastle upon 
Tyne. 
City of Newcastle upon Tyne (1988): Planning policy for local shopping in the city, City of 
Newcastle upon Tyne, llp. 
City of Newcastle upon Tyne (1988): Local shopping studies: Shields road shopping centre, 
City of Newcastle upon Tyne, 20p. 
City of Newcastle upon Tyne (1992): Local shopping in Newcastle, City of Newcastle upon 
Tyne, 8p. 
66 
ニューカッスル市におけるローカルショッピング政策と小売商業地区の展開（伊東）
City of Newcastle upon Tyne (1995c): Shields road regeneration plan, City of Newcastle 
upon Tyne, 12p. 
City of Newcastle upon Tyne (1997): Household shopping patterns in Newcastle upon Tyne, 
City of Newcastle upon Tyne, 34p. 
Colis, C., Berkeley, N. and Fletcher, D. R. (2000): Retail decline and policy responses in 
district centres, Town Planning Review, 71, 149-168. 
Davies, R. L. (1985): Shopping centre development in Newcastle upon Tyne, in Dawson, J.
A. and Lord, J. D. (eds.): Shopping centre development: Policies and prospects, Croom 
Helm, 161-184. 
Davies, R. L. (1994): Retail planning policy, in McGoldrick, P. (ed.): Cases in Retail 
Management, Pitman Publishing, 230-240. 
Davies, R. L. and Howard, E. (1988): Issues in retail planning within the United Kingdom, 
Built Environment, 14-1, 7-21. 
Department of the Environment, Transport and the Regions (1998): The impact of large 
foodstores on market towns and district centres, The Stationery Office, 127p. 
Guy, C. M. (1994): The retail development process -Location, property and Planning, 
Routledge, 222p. 
McGoldrick, P. J. and Thompson, M. G. (1992): Regional shopping centres: Out-of-town 
versus in-town, A vebury, 203p. 
Newcastle City Council (1998): Newcastle upon Tyne Unitary Development Plan, 
Newcastle City Council, 190p. 
Newcastle City Council (2004): Newcastle local development framework key issues 
consultation 2004: Retail and town centres (Background paper), Newcastle City 
Council, 36p. 
Newcastle City Council and GV A Grimley (2005): Newcastle city wide retail and leisure 
study: Plans, Newcastle City Council, 2lp. 
Newcastle City Planning Department (1975): Local shopping in Newcastle: A survey of 
local shopping centres, City of Newcastle upon Tyne, 20p. 
Tyne & Wear County Council (1979): Tyne & Wear structure plan: Written statement, 
Tyne & Wear County Council, 102p. 
67 
